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研究成果の概要（和文）：本研究は，「健康づくりのための身体活動指針（アクティブガイド）」に関する国民
の認知，知識，信念，行動意図を測定するための評価尺度を作成した．社会調査会社の登録モニターを対象とし
た横断研究において，アクティブガイドの認知は，身体活動量と直接的な関連を示すだけでなく，知識・信念・
行動意図を媒介した間接的な関連を示すことも明らかとなった．この結果は，次に実施した縦断研究においても
同様の傾向を認めた．さらに，「社会的望ましさのバイアス」についても検討を行った結果，故意に回答を良い
方向に歪める可能性のある「印象操作」の項目は，アクティブガイドの認知の有無で有意な差を認めなかった.

研究成果の概要（英文）：This study developed a rating scale to measure public awareness, knowledge, 
beliefs, and behavioral intentions regarding the Physical Activity Guidelines for Health Promotion 
(Active Guide). In a cross-sectional study of registered monitors of a social research company, we 
found that awareness of the Active Guide were directly related to the amount of physical activity 
and indirectly related through knowledge, beliefs, and behavioral intentions. The same trend was 
observed in the following longitudinal study. Furthermore, the "social desirability bias" was also 
examined, and no significant difference was found in the "impression manipulation" item, which may 
intentionally distort responses in a positive direction between the presence and absence of active 
guide awareness.

研究分野： 身体活動の疫学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
身体活動ガイドラインの効果を最大限発揮するためには，国民や医療専門職，その他のステークホルダーに幅広
く認知され，理解を深めていただくことが重要である．しかしながら，ガイドラインの認知や知識，信念，行動
意図を包括的に調査するための評価尺度は存在せず，またこれらの指標と身体活動量との関連は未だ十分に明ら
かとなっていなかった．本研究で実施した横断研究や縦断研究の結果，ガイドラインの認知は，知識・信念・行
動意図を媒介して身体活動量と関連するとが明らかとなった．本研究で得られた知見は，今後，ガイドラインを
基盤とした身体活動介入を実施する際の効果判定に活用できる可能性がある．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
身体活動不足は世界中で蔓延しており，解決すべき公衆衛生上の課題である[1] ．今日，これ
までの疫学的知見から健康の維持・増進や疾病予防のために実施すべき身体活動の推奨量や種
類を定めた「身体活動ガイドライン」(以下，ガイドライン)が世界各国で策定されている．日本
国内では 2013年に厚生労働省が「健康づくりのための身体活動基準 2013」[2]を示している．さ
らに国民向けに身体活動ガイドラインの内容を分かりやすく解説した「健康づくりのための身
体活動指針（アクティブガイド）」[3]が策定され，その主要メッセージとして「プラス・テン（今
より 10分多くからだを動かそう）」が掲げられている．ガイドラインを基盤とした身体活動促進
介入から身体活動量の変化が起こるまでの過程として，ガイドラインの｢認知｣や｢知識｣の習得，
｢信念｣の形成が重要な要素であることが示唆されているが [4] ，ポピュレーションレベルにお
いて身体活動量の変化が起こるまでには，長期の期間が必要になることが指摘されている[4, 5]．
そのため介入効果の短期・中期的指標としては身体活動量の変化ではなく，ガイドラインの｢認
知｣,｢知識｣,｢信念｣の評価を重視すべきであるとの指摘もある[6, 7]． 
しかしながら，筆者ら[8]が実施した網羅的文献レビューの結果から｢認知｣,｢知識｣,｢信念｣に関
する評価尺度には解決すべき 2 つの課題が明らかとなった．1 つ目は，ガイドラインの｢認知｣,
｢知識｣,｢信念｣を包括的に評価できる尺度は見当たらない点である．さらに，ガイドラインの｢認
知｣に関する既存の評価方法は，助成想起法による調査法が最も用いられている[9]．ただしこの
回答方法は，「社会的望ましさによるバイアス」が生じる可能性も指摘されている[10] ．2 つ目
は，ガイドラインの認知から知識，信念，行動意図を媒介して身体活動量へとつながる心理的経
路は，ロジックモデルとしてこれまでにも示されてきたものの，果たして実際にその関連性を認
めるかどうかについては，未だ十分な検討がされていない点である．これらの課題を解決すれば，
今後身体活動ガイドラインを基盤とした介入を実施する際の効果判定として用いることが期待
できる． 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，新たに作成したアクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図の評価尺度
を基に，アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図と身体活動量の関連を検討すること，
ならびに，認知の評価方法の違いによる社会的望ましさのバイアスの影響について検討するこ
とである． 
 
３．研究の方法 
1) アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図に関する評価尺度の作成 
 まず，運動疫学や行動科学に精通した研究協力者と協同して，アクティブガイドの認知，知識，
信念，行動意図の質問紙を作成した．認知に関する評価は，これまでの先行研究を基に，純粋想
起法と助成想起法を用いた．純粋想起法は，選択肢や写真などのヒントを提示せずに，対象者の
記憶をもとに回答してもらう方法である．本研究では Baumanら[10]の方法を参考に，身体活動
に関する厚生労働省が策定した身体活動ガイドラインを聞いたことがあるかを質問し，聞いた
ことがある者にはその名称を自由回答させた．助成想起法は，選択肢や写真などのヒントを提示
することで，対象者の記憶を呼び起こし回答してもらう方法である．助成想起法は，さらに文字
による想起とイラストによる想起の 2つの方法を用いた．文字による助成想起は，「アクティブ
ガイド」と「プラス・テン」の認知について，原田ら[11]の方法および選択肢（4 件法：内容を
知っている，聞いたことはあるが内容は知らない，聞いたことがない，今回の調査で初めて知っ
た）を参照した．イラストによる助成想起は，Tajimaら[12]の方法に基づき，アクティブガイド
のイラストを提示し，運動や身体活動を勧める内容の呼びかけ(キャンペーン)を見聞きしたこと
があるか 2 件法（はい／いいえ）で調査をした． 
 アクティブガイドの知識は，推奨量を数値で回答させる方法とした．その理由の 1つとして，
推奨量を数値で回答させる方法が最も身体活動量との関連性を示しており[8]，評価尺度として
有用な可能性があったためである．具体的に，本研究では下記のような設問を作成した．「アク
ティブガイドは，厚生労働省が策定した，健康づくりと身体活動（からだを動かすこと）につい
ての指針です．アクティブガイドを通じて，厚生労働省は，今よりも（A）分，身体活動を行う
時間を増やすことを推奨しています．また，身体活動を行う時間の目安として，18 歳から 64 歳
までの人は 1日（B）分，65 歳以上の人は，1日（C）分を推奨しています」という穴埋め文章
を対象者へ提示し，（A）〜（C）の空欄についてそれぞれ数値で回答をさせる方式とした． 
 アクティブガイドに関する信念の評価法はまだ確立されていなため，アクティブガイドの掲
載情報を研究協力者と吟味し，計画的行動理論に用いられる行動信念（行動によりどのような結
果が得られるかに関する考え方）を基に，身体活動と健康づくりに関する 5 項目と身体活動の習
慣づくりに関する 5 項目の計 10 項目を新たに設定した．選択肢は原田ら[13]の態度尺度の選択
肢を適用した． 
 行動意図は，既存尺度の項目を基に，アクティブガイドに対応する形で，1 日 60 分（18〜64



歳）/40分（65 歳以上）からだを動かすつもりがあるかを問う「1日の推奨活動時間」の項目と，
いまより 10分からだを動かす時間を増やすつもりがあるかを問う「プラス・テン」の項目を新
たに作成した．両項目とも，選択肢は「全くない」から「非常に強くある」の 5 件法とした． 
 
2) アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図の現状と身体活動・座位行動の関連 
 社会調査会社の登録モニター7000 名を対象に，1)で作成した評価指標を用い，アクティブの認
知，知識，信念，行動意図の現状と，身体活動量，座位行動時間との関連性を検討した．対象者
は，年齢，性別，教育歴で層化し，対象者が日本の人口分布に合致するよう，平成 22年国勢調
査の人口分布を現在の人口分布に合うよう補正した上で，登録モニターから無作為抽出を行っ
た．身体活動の実践状況は，多目的コホート研究(JPHC study)で使用されている身体活動質問票
(詳細版) [14]を用い，Kikuchiら[15]の方法で中高強度身体活動量を算出した．さらに特定健診・
保健指導の標準的な質問票における身体活動・運動に関する 3 項目を 2 件法（はい／いいえ）で
調査し，川上ら[16]の方法に従い活動レベルを算出した．座位行動は，国際標準化身体活動質問
票(IPAQ)日本語 long 版の座位行動の項目を用いて平日と休日の座位時間を質問し，1 日あたり
の座位時間を算出した．身体活動について，JPHC studyの質問票から計算した中高強度身体活動
量は 3分位（低／中／高）に分類し，特定健診・保健指導の標準的な質問票は，川上らの方法に
基づき 2 群（活動レベル 2以上／活動レベル 2 未満）に分類した．座位時間は 3分位（低／中／
高）に分類した．統計解析は，アクティブガイドの認知・知識・信念・行動意図や，身体活動・
座位行動，および個人属性の特徴を記述的に要約した．その後，身体活動・座位行動とアクティ
ブガイドの認知・知識・信念・行動意図の関連を検討するためにロジスティック回帰分析または
多項ロジスティック回帰分析を実施した． 
 
3) 身体活動の認知から身体活動実践までの心理的経路に関する検討 
 2)で実施した調査データを基に，ガイドラインの認知から知識，信念，行動意図を媒介して，
身体活動の実践状況と関連を認めるかどうか構造方程式モデリングを用いて検討を行った．ア
ウトカムは身体活動の実践状況とした．身体活動は潜在変数として扱い，JPHC studyの身体活動
質問票(詳細版)で測定した中高強度身体活動量と特定健診・保健指導の標準的な質問票における
身体活動レベルの 2 つの観測変数によって定義した．信念と行動意図も対応する項目から潜在
変数として扱った．アクティブガイドの認知と知識は，観察変数として扱った． 
当初のモデルでは，ロジックモデルに基づいて，以下の 10 個の標準化パス係数の統計的有意性
を検討した：認知から知識，信念，行動意図，行動へのパス，知識から信念，行動意図，行動へ
のパス，信念から行動意図，行動へのパス，行動意図から身体活動の実践状況へのパス．その後，
重要でないパスを削除してモデルを修正した．本研究では，バイアス補正ブートストラップ法を
用いて，改訂モデルにおける身体活動の実践状況に関する認知と知識，信念，行動意図の標準化
された直接効果，間接効果，合計効果，および 95％信頼区間を推定した身体活動の実践状況に
対する認知の直接効果および間接効果が正で統計的に有意であれば，本研究では，この認知から
身体活動の実践状況までの心理的経路の媒介効果があると判断した． 
 
4) アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図と身体活動量に関する縦断調査（ベースラ
イン調査） 
 2)，3)の調査より，アクティブの認知，知識，信念，行動意図と身体活動の実践状況は正の関
連を示し，かつ，認知から知識，信念，行動意図を媒介して身体活動の実践状況と関連する心理
的経路についても明らかとなった．しかしながら，これらの知見は横断的調査の結果であり，ア
クティブガイドの認知度と身体活動の実践状況との因果関係を明確でない．そこで，社会調査会
社の登録モニター3000 名を対象とした縦断調査を開始した．対象者は，2)，3)の調査同様，年齢，
性別，教育歴で層化し，対象者が日本の人口分布に合致するよう登録モニターから無作為抽出を
行った．アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図ならびに身体活動の実践状況において
も 2)，3）と同様の方法で調査した． 
本研究では，縦断調査のベースラインデータを基に，2）や 3)の調査と同様にアクティブの認
知，知識，信念，行動意図の現状と，身体活動の実践状況，座位行動時間との関連性を検討し，
同様の傾向を認めるかどうか検討した．さらに，アクティブガイドの認知の評価方法の違いによ
って，社会的望ましさにどのような特徴を認めるのか検討をした．社会的望ましさの特徴は，「バ
ランス型社会的望ましさ反応尺度日本語版」[17]を用い，自己欺瞞（回答者が本当に自分の自己
像と信じて無意識に社会的望ましく回答する反応）と印象操作（故意に回答を良い方向に歪めて，
真の自己蔵を偽る反応）を調査した． 
 
４．研究成果 
1) アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図に関する評価尺度の作成 
 アクティブガイドに関する信念は，10 項目間 Pearsonの積率相関係数が r=0.48〜0.78であり，
著しく高い相関関係（r>0.80）はなかった．確認的因子分析の結果，10 項目 1 因子モデルではモ
デル適合が不良であったが， 2項目を除外した8 項目1因子モデルでは適合度指標が改善した．
そのため，本研究における調査では，1 因子 8 項目のモデルを採用することとした．8 項目の内
的整合性を示す Cronbach’αは 0.95であった．ただし，信念の項目の再テスト信頼性を確認する



ため，2)における調査の一部の対象者（200 名）に 2週間後の再調査を行ったところ，8 項目の
得点の Pearsonの積率相関係数は 0.45であり，この点に関しては今後さらなる調査と改善が必要
かもしれない．今回作成した 2つの行動意図の指標は，どちらも Cronbach’αが 0.70以上，再テ
スト信頼性係数は 0.50以上あり，一定の信頼性は有すると考えられる． 
 
2) アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図の現状と身体活動・座位行動の関連 
対象者の平均年齢（標準偏差）は 46.2（13.4）歳であった．対象者の約 2割は BMIが 25 kg/m2

以上であり，約半数は既婚者，6割以上は仕事を有していた．中高強度身体活動量の中央値（四
分位範囲）は 5.5（1.9〜13.5）METs･時／日であり，活動レベルが 2 以上であった者は 31.0%で
あった．座位時間の中央値（四分位範囲）は 6.0（3.6〜9.4）時間／日であった． 
アクティブガイドの認知率について，純粋想起法による認知率はわずか 1.7%であり，助成想
起法でも認知率は 5.3%〜13.4%にとどまっていた．知識の正答率は，「1 日の推奨活動時間（18
〜64 歳）」が 37.2%，「1日の推奨活動時間（65 歳以上）」が 7.0%，「今よりも増やすべき身体活
動時間（プラス・テン）」が 24.8%であった．すべて正答した者の割合は 2.6%であった．信念に
関しては，8 項目の回答の合計得点（0〜32点）の中央値（四分位範囲）は 21（16〜25）点であ
った．アクティブガイドに関する行動意図を有する者は，「1日の推奨活動時間」で 51.4%，「プ
ラス・テン」で 66.9%であった．ロジスティック回帰分析の結果，認知・知識・信念・行動意図
は中高強度身体活動量や活動レベルでいずれも正の関連が観察された一方で，座位行動では一
貫した関連は観察されなかった．個人属性は，評価項目によって異なるが，主に年代や教育歴，
仕事の有無，世帯年収との関連を認めた．本研究より，ガイドの認知や知識を有する者は未だ少
ない現状が明らかとなった．さらにアクティブガイドの認知・知識・信念・行動意図を有する者
は身体活動の実践状況が多いことが明らかとなったが，座位行動は一貫した関連が観察されず，
この点はさらなる調査が必要である． 
 
3) 身体活動の認知から身体活動実践までの心理的経路に関する検討 
対象者属性は 2)の調査と同じである．構造方程式モデリングの結果，アクティブガイドの認
知は身体活動の実践状況に直接影響するとともに，知識，信念，行動意図を媒介して身体活動の
実践状況と間接的に関連することが明らかとなった．さらに，多母集団同時分析を実施したとこ
ろ，ヘルスリテラシーが高い群では，間接効果の割合（パス係数[PC]：0.11，95％信頼区間[CI]：
0.10-0.13）が直接効果（PC：0.07，95％CI：0.03-0.11）よりも高いことが示された．一方，ヘル
スリテラシーが低い群では，直接効果（PC：0.22，95％CI：0.15-0.30）の割合が間接効果（PC：
0.06，95％CI：0.05-0.07）よりも高い結果となった． 
 
4) アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図と身体活動量に関する縦断調査（ベースラ
イン調査） 
対象者の平均年齢（標準偏差）は 46.5（13.4）歳であった．53%は既婚者であり，仕事を有し
ていた者は 66%であった．中高強度身体活動量の中央値（四分位範囲）は 5.5（2.0〜12.0）METs･
時／日であり，活動レベルが 2以上であった者は 32.6%であった．座位時間の中央値（四分位範
囲）は 6.0（3.5〜10.0）時間／日であり，2),3)の調査とほぼ同様の個人的特性であった． 
アクティブガイドの認知率について，純粋想起法による認知率は 2.1%，助成想起法は 5.0%〜

12.5%であり，以前の調査とほぼ同様の傾向を示した．知識の正答率は，「1日の推奨活動時間（18
〜64 歳）」が 40.2%，「1日の推奨活動時間（65 歳以上）」が 7.5%，「今よりも増やすべき身体活
動時間（プラス・テン）」が 24.5%であった．すて正答した者の割合は 2.8%であり，知識に関し
ても前回と同様の傾向となった．信念に関しては，8 項目の回答の合計得点（0〜32点）の中央
値（四分位範囲）は 22（17〜26）点，行動意図は，「1日の推奨活動時間」で 50.5%，「プラス・
テン」で 67.4%と，こちらも前回調査とほぼ同様であった．ロジスティック回帰分析の結果，認
知・知識・信念・行動意図は中高強度身体活動量や活動レベルでいずれも正の関連が観察された
一方で，座位行動では一貫した関連は観察されなかった．こちらも前回調査と同じ結果となった． 
さらに，構造方程式モデリングを用い，アクティブガイドの認知，知識，身体活動に対する信念，
行動意図，および身体活動の実践状況の相互関連性を検証した．その結果，アクティブガイドの
認知は，身体活動の実践状況が良好であることと直接的に関連しているとともに，知識，信念お
よび行動意図を媒介して間接的にも身体活動の実践状況と関連していた（CFI=.942, TLI=.927, 
RMSEA=.080）．よって本研究の結果は，前回調査の知見が再現性を有することを示しているも
のと考えられる． 
 さらにバランス型社会的望ましさ反応尺度日本語版の結果をアクティブガイドの認知の有無
で比較した．その結果，認知の評価方法に関わらず，アクティブガイドを認知している群は，そ
うでない群と比較して自己欺瞞の項目が有意に高い結果となった．一方で印象操作に関する項
目は両群において差を認めなかった．つまり，アクティブガイドの認知を有している者は，自己
像を過大に望ましく認知している者の，故意に回答を良い方向へ歪めてしまう可能性は低いこ
とが示唆された． 
 
５．本研究のまとめ 
 本研究は，アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図に関する評価尺度を作成し，身体



活動の実践状況との関連や，認知から知識，信念，行動意図を媒介して身体活動の実践と関連す
る心理的経路の検討，ならびにアクティブガイドの認知に関する社会的望ましさの検討を行っ
た．その結果，一部の尺度の再テスト信頼性などに課題は残ったものの，アクティブガイドの認
知，知識，信念，行動意図は身体活動の実践状況と正の関連性を示し，さらに知識，信念，行動
意図を媒介する心理的経路の関連性も示された．さらにこれら横断研究で示された関連は，縦断
調査のベースラインデータにおいても再現することができた．つまり，ガイドラインを基盤とす
る身体活動介入の評価として，今回作成した評価尺度を用いることができる可能性が示唆され
た．一方で，アクティブガイドの認知，知識，信念，行動意図と身体活動の実践に関する因果関
係の検討は，縦断研究によって検討の最中であり，本研究助成終了後も継続して調査を実施する
予定である． 
 また．社会的望ましさバイアスに関しては，アクティブガイドの認知に関する評価方法の違い
によって，故意に回答を良い方向へ歪めてしまう可能性は低いことも示唆された．本研究のみで
は，断定的な結論は出せないものの，認知の評価方法の違いによって，社会的望ましさのバイア
スが混入するリスクの大きさはあまり変わりがないかもしれない．ただし，調査方法によって，
認知率の大きさは異なるため，他地域の調査との比較や定点調査における比較においては，同じ
評価方法を用いる必要がある．これらの点に関しても，今後さらなる研究が求められる． 
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